
5

　
　
爺
湖
町
で
は
、
毎
年
英
国
青
年

　
　
を
受
入
れ
、
英
会
話
教
室
な
ど

の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
通
し
て
、

地
元
の
人
た
ち
と
交
流
を
深
め
て
い

ま
す
。

　
９
月
か
ら
新
し
い
英
国
青
年
フ
レ

デ
ィ
ー
・
セ
ム
プ
ル（
19
歳
）さ
ん
と

デ
ィ
ラ
ン
・
ピ
ュ
ー（
18
歳
）
さ
んが

来
町
し
ま
し
た
の
で
紹
介
し
ま
す
。

　
様
々
な
機
会
で
二
人
と
接
す
る
こ

洞

皆で楽しんだゆうあいフェスティバル

　１年間の資金（現金）の流れを性質別に整理したもの

です。現金の出し入れを性質別に区分することで、どの

ような活動に現金を必要としているかを示しています。

期首（20年度末）資金残高

　資産から負債を差し引いた支払を終
えたもの（純資産）の増減の内訳を表
しています。

純資産の増減を要因別に整理しています。

期首（20年度末）純資産残高

　　　　　　　　　　  628億7000万円

 当期変動額　　　　　△12億3000万円

 ・税収･補助金など……112億6000万円

 ・純行政コストへの支出………△75億円

 ・資産形成への支出など…△22億4000万円

 ・固定資産価値の変動…△27億5000万円

期末（21年度末）純資産残高

　　　　　　　　　　　616億4000万円

現世代の負担で純資産が
どれだけ増減したかがわ
かります。

期末（21年度末）資金残高

④資金収支計算書

③純資産変動計算書 ②行政コスト計算書

当期収支　　△１億6000万円

１億4000万円

３億円

20億2000万円

■今後は年度や他団体との比較などにより、町の特徴の把握や健全な財政運営に活用していきます。
◆この財務４表は、町のすべての会計（一般会計・国民健康保険特別会計・老人保健特別会計・介護保険特
　別会計・後期高齢者医療特別会計・公共下水道事業特別会計・簡易水道事業特別会計・水道事業会計）の
　合計で作成しています（単体会計ベース）。

人口一人当たりで見てみると

819・一人当たりの資産………　　　万円（資産÷人口）
　819万円分の財産をもっていることになります。

73・一人当たりの純行政コスト…　　万円（純行政コスト÷人口）
　使用料や手数のほかに行政サービスを行うために73万円を負
　担していることになります。

※平成22年３月31日現在　人口10，298人で算出しています。

220・一人当たりの負債………　　　万円（負債÷人口）
　220万円の借金があることになります。

599・一人当たりの純資産……　　　万円（純資産÷人口）
　819万円分の財産のうち、599万円の支払が済んでいることに
　なります。
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問合せ

税務財政課　�74-3003

　経常的な行

政活活動によ

　　　　　　　　　って調達された

　　　　資金を、収支の均衡を図り

　ながら、資産の形成と借金の返済

に充てているといえます。また財務

的収支から新たな借入よりも起債

（借金）の償還（返済）額が大きい

ことから、借金残高が減少している

こともわかります。

資金収支計算書で
なにがわかるの？

基礎的財政収支

　経常的収支と資本的収支の合計で、

行政サービスが、町債などの借金に頼

らないでできているかを表しています。

経常的収支

　毎年度経常的に必要な収入、支出

資本的収支　△１億8000万円
　公共施設の建設や基金への積立など

　資産形成に必要な収入、支出

△21億8000万円

22億円

財務的収支

　地方債の借入や元利償還金など、負

債管理に係る収入、支出

純資産変動計算書で
なにがわかるの？

受益者負担比率　11.0％
（＜経常収益÷総行政コスト＞
×100）

コストに対して受益
者が負担した割合が
わかります。

　１年間に福祉や教育など
の行政サービスを提供する
ために経常的に係るコスト
（費用）と、そのサービスを
受けるための使用料・手数
料などの収入を表していま
す。減価償却費などを含め
たフルコストを把握するこ
とができます。

行政コスト計算書で
なにがわかるの？

経常収益
9億2000万円

純行政コスト
75億円

総行政コスト
84億2000万円

行政サー

ビスを利

用する際

の使用料

や手数料

です。税

金は含ま

れません。

経常的な行政サービスを提供
するために係るコストです。
人にかかるコスト　 17億円
（給与、人件費など）

物にかかるコスト26億3000万円
（光熱水費、維持補修費、減価償却費など）

業務に関連するコスト4億5000万円
（公債利息など）

移転支出的なコスト36億4000万円
（児童手当などの社会保障給付費や団体への補助金など）

総行政コストから

経常収益を差し引

いたものです。使

用料などでは賄え

ていない分を、税

収や補助金などに

よって賄っている

ことになります。


